
地区別一時移転経路等

 一時移転等実施の際は、国の原子力災害対策本部、島根県、鳥取県、各関係市が、住民の安全と円滑な実施
のため、実施に係る実務（避難先の準備、避難経路の確認、輸送手段の確保、避難退域時検査の実施体制、
地域毎の一時移転等開始時期など）の調整を行った上で、一時移転等を開始。

 UPZ圏内関係市町が作成した避難計画に基づき、住民の一時移転等を行う。
 なお、予定していた避難先の空間放射線量率が比較的高い場合や、何らかの理由で使用出来ない場合には、

島根県、鳥取県は各関係市と調整して、他の避難先を調整。

出雲市

安来市

岡山県13市町

い かた ちょう

松江市
ま つ え し

島根県11市町
しま ねけ んし

や す ぎ し

境港市
さ か い み な と し

岩美町
いわ み ちょう

おか やま けん

広島県12市町

い ず も し

出雲市内(30km圏外)
いず も し ない

雲南市
う ん な ん し 竹原市・三原市

たけ はら し み はら し

三次市・東広島市
み よし し ひがし ひろ しま し

世羅町
せ ら ちょう

広島県5市町
ひろ しま けん

岡山県14市町村
おか やま けん

米子市

鳥取市・倉吉市
よ な ご し

とっ とり し くら よし し

北栄町・琴浦町
ほく えい ちょう こと うら ちょう

湯梨浜町・三朝町
ゆ り はま ちょう み ささ ちょう

鳥取市
とっ とり し

八頭町
や ず ちょう

ひろ しま けん
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段階的避難の実施（鳥取県）

 鳥取県では、避難区域を４分割し、５時間間隔で段階的に避難することで避難渋滞を回避し、
移動時間を短縮することで被ばくリスクの低減を図る。
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仮置き



９．緊急時モニタリング
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＜対応のポイント＞
緊急時モニタリングの目的は、原子力災害による環境放射線の状況に関する情報収集とＯＩ

Ｌに基づく防護措置の実施の判断材料の提供及び原子力災害による住民等と環境への放射線影
響の評価材料の提供にある。そのため、緊急時モニタリングでは、時間的・空間的に連続した
放射線状況を把握する。

島根県では、緊急時モニタリングのあらかじめ具体的な実施内
容・方法等を規定した「県緊急時モニタリング実施要領」を作成
する必要がある。



企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ
緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの企画調整を担い､緊急時ﾓﾆ
ﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ内の活動に対する監督を行う｡

情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ
中央との情報共有ｼｽﾃﾑを維持･管理すると
ともに､緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀの一元的管理等
を行う｡

測定分析担当
緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施する｡

国：１名

国 ：４名
島根県 ：６名
鳥取県 ：２名
原子力事業者 ：２名
関係指定公共機関：２名

国 ：４名＊１
島根県 ：８名
鳥取県 ：２名
原子力事業者 ：２名
関係指定公共機関：２名

国 ： ２名＊１
島根県 ：１０名＊２
鳥取県 ： 名＊２
原子力事業者 ：１０名
関係指定公共機関：１２名

島根
グループ

鳥取
グループ

※ 構成員は交代要員を含む
＊1 国から委託を受けた民間の機関を含む ＊2 島根県・鳥取県の構成員は各県のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画等に基づく

動員体制
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 警戒事態発生後、島根県及び鳥取県は「県モニタリング本部」を設置し、関係市、中国電力㈱等と連携して緊急時モニタリ
ング計画に基づき緊急時モニタリングの準備を開始する。

 施設敷地緊急事態に至った時点で、国は県等の協力を得て緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ）を島根県に設置する。
 ＥＭＣの体制について、センター長、企画調整グループ及び情報収集管理グループを島根オフサイトセンターに、測定分析

担当は、それぞれの県に拠点を設置する。
 島根地方放射線モニタリング対策官事務所に、 名を配置し、緊急時モニタリング体制を強化。

未調整



モニタリングポスト配置図

 島根原子力発電所の周辺地域では、発電所から半径30ｋｍ圏内を中心に186局（島根県161局、
鳥取県12局、中国電力６局、国７局）の測定局を用いて24時間監視を行っている。

64

仮置き




